
 

御前崎港港湾関連用地の売払いに係る応募関係書類 

 

１ 県有地売払いの概要           ・・・・・ １ 

 

２ 県有財産売買仮契約書          ・・・・・１１ 

 

３ 承諾書                 ・・・・・１５ 

 

４ 用地買受申請書             ・・・・・１６ 

 

５  参考見積書               ・・・・・２２ 

 

６ 誓約書・役員等名簿           ・・・・・２３ 

 

７ 物件調書                ・・・・・２６ 

 

８ 明細図                 ・・・・・２７ 

 

９ 位置図                 ・・・・・２８ 

静岡県交通基盤部港湾局 

港湾企画課 

〒420-8601 

静岡市葵区追手町９番６号 

電話 054-221-3489 



 1

 

県有地売払いの概要 

１  売払う財産の表示等 

  公募により売払う御前崎港 臨港地区内 港湾関連用地（土地）は以下のとおりです。 

  詳細は、添付の物件調書を御覧ください。 

 

(1)地域・地区 

   ア 港湾法（昭和 25 年法律第 218 号。以下「港湾法」という。）第 38 条に基づく臨

港地区内 

   イ 港湾法第 39条及び第 40条並びに静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区にお

ける構築物の規制に関する条例（昭和 39 年静岡県条例第 48 号）に基づく工業港区 

 

(2)所在地、敷地面積等 

地目等 所在地 面積(㎡) 予定価格(円) 

雑種地（現況 宅地） 御前崎市港 6177 番 1 12,502.55 

〃 御前崎市港 6178 番 1 10,605.93 

合計 23,108.48 

286,377,615

 （注）予定価格は、当該物件における最低売却価格であり、予定価格未満での応募

は無効とします。 
 

２ 応募者の要件 

次の要件に該当しない法人又は個人に限り応募できます。なお、複数の者が共同で

買受けを希望する場合には、応募書類の中に持分の予定比率を記載してください。 

(1) 公有財産に関する事務に従事する県の職員 

(2) 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

(3) 当該物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営

業その他これらに類する業、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所及び無差別大量殺人行

為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第５条に規定する

観察処分を受けた団体の事務所の用に供しようとする者 

(4) 前号に掲げる者から委託を受けた者 

(5) 次のアからキのいずれかに該当する者 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第２号 に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力
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団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外

の者をいう。）が暴力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 売払対象財産を取得するために、暴力団又は暴力団員等を利用している者 

 

３  建てられる建物等の制限等 

売却地の用途は、静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における構築物の規制

に関する条例の別表（第３条関係）の分区「工業港区」の(1)及び(2)に規定された構

造物であることに限定されます。 

(1)港湾法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第10号の２まで及び第12号

に掲げる港湾施設 

(2)原料又は製品の一部の輸送を海上運送又は港湾運送に依存する製造事業又はその関

連事業を営む工場及びその附帯施設 
 

  予定されている建物等が、発電事業所や工場等を計画されている方は、静岡県の環

境アセスメントの基準と照らして、手続きの必要性等や、地元調整等を考慮し、実効

性のある事業計画としてください。 
 

４  応募関係書類の配布期間及び配布場所 

(1)配布期間 

平成 30 年 11 月 16 日（金）から平成 30 年 12 月 17 日（月）（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

 

 (2)配布場所 

ア 静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

〒420-8601  静岡市葵区追手町９番６号（県庁本館２階）（電話 054-221-3489） 

イ インターネットによる場合 

県のホームページからダウンロードできます。

(http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ke-410/omaezakitoti20182.html） 
 

５ 応募関係書類の受付期間及び受付場所等 

(1)受付期間 

平成 30 年 11 月 16 日（金）から平成 30 年 12 月 17 日（月）（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）の午前９時から午後５時まで 
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(2)提出書類 

用地買受申請書、同申請書の添付書類及び参考見積書 

※申請書は、添付の様式を使用して提出してください。 

 

(3)受付場所 

静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

〒420-8601  静岡市葵区追手町９番６号（県庁本館２階）（電話 054-221-3489） 

 

(4)書類審査 

提出された用地買受申請書及び同申請書の添付書類を審査し、応募者の要件等を満

たすことが確認できた者を、買受人等選定委員会における選考対象とします。 

 

(5)その他 

用地買受申請書及び同申請書の添付書類は、持参又は郵送により提出してください

（電送による受付は行いません。）。 

郵送による提出の場合は、必ず書留郵便で、受付期間内に受付場所に到着するよう

提出してください。 

 

６  関係図面等の縦覧の期間及び場所 

(1)期間 

平成 30 年 11 月 16 日（金）から平成 30 年 12 月 17 日（月）（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

 

(2)場所 

① 静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

      〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号（県庁本館２階）（電話 054-221-3489） 

  ② 御前崎港管理事務所 企画振興課 企画振興班 

      〒437-1623 御前崎市港６１２９－１（電話 0548-63-3213） 

 

(3)縦覧資料  

・売却対象地の図面一式 

・御前崎港の港湾計画書・港湾計画資料一式 
・御前崎港公有水面埋立免許関係資料一式（港湾企画課のみで縦覧します。） 

 

７ 現地説明会の日時及び場所 

  売却地で、現地説明会を開催いたしますので、できる限り参加してください。 

平成 30 年 11 月 29 日（木）午前 11 時 30 分から（雨天の場合は 11 月 30 日（金）午

前 11 時 30 分から）。当日の天候から判断できない場合は、静岡県交通基盤部港湾局港
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湾企画課港湾管理班まで御照会ください。TEL：054-221-3489 

 

８ 本売却に対する質問 

(1)本売却に関して質問がある場合は、次に従い電送により、書面（様式自由）を提出

することとし、必ず電話で受付確認の問合せをしてください。 

ア 受付期間  平成 30 年 11 月 16 日（金）から平成 30 年 12 月７日（金）（土曜日、

日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

イ 提 出 先  静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

TEL：054-221-3489 FAX：054-221-2389 

E-mail：kouwan_kikaku@pref.shizuoka.lg.jp 

ウ そ の 他  文書には、担当窓口の部署、担当者名、電話及び FAX 番号、電子メ

ールアドレス等を併記すること。 

 

(2)(1)の質問に対する回答書は、質問書を受理した日から３日以内（土曜日、日曜日及

び祝日を除く。）に質問者に対して電子メールにより送信するほか、次により閲覧

に供します。 

ア 閲覧期間  回答した日から平成 30 年 12 月 17 日（月）（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

イ 閲覧場所  

静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号（県庁本館２階）（電話 054-221-3489） 
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９  買受予定者の選定 

(1)審査基準 

 ア 審査項目 

審査項目 審査内容 点数 

安定性 

• 企業の財務状況は安定しているか 

• 継続的な事業運営に際して地元港湾関係機関等と

どのような連携を行うのか 

• 地方自治法施行令第 167 条の４に定める者でない

こと 

企業の進

出意欲 

• 2 年以内に指定用途に供用開始できる計画か。2 年

以内に供用開始できない場合、建設計画等により完

成予定日及び供用開始時期が妥当であることが示

せるか 

• 御前崎港への進出を強く希望しているか(港の選定

理由) 

企 業 の

経 営 状

況、進出

意欲等 

地域特性 

• 県内に本・支店があるなど、県内での企業活動をし

ているか 

• 県内の企業等と取引があるか 

15 点 

事業計画 
• 工業港区の指定用途に合致した計画か 

• 御前崎港の一層の利用促進が期待できる計画か 

必要敷地

の利用 
• 売却用地の面積に見合った計画か 

港湾利用

の度合い 

• 港の利用貨物の取扱量、内容、入港する船舶・頻度

等 

景観、環境

保全対策 

• 周辺の住環境対策は適当か(環境保全に関連する法

令・制度、地元住民への説明など対応等が具体的か)

• 計画する施設の用途により、環境アセスメントの手

続き等の必要の有無やその対応 

事 業 計

画 等 の

内容 

地域経済

への効果 

• 地元への経済波及効果の具体的内容(雇用効果や地

元企業との連携による競争力強化) 

25 点

価格 買受価格 • 予定価格との比較 10 点
 

 イ 審査項目の配点 

(審査項目（「企業の経営状況、進出意欲等」、「事業計画等の内容」の配点) 

評価 点数 評価 点数 

特に優れている ５点 やや劣る ２点 

優れている ４点 劣る １点 

普通 ３点 不適格※ ０点 

※事業計画の内容が関係する法令に違反若しくは適合しているか確認ができない

場合等は、不適格（０点）になります。不適格がある場合は、選考対象から外す

場合があります。 

(審査項目（買受価格）の配点) 

  予定価格を最低制限価格とし、参考見積の金額が高い提案を高く評価する。 
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 ウ 同点の場合は、買受価格の高い者を優先する。 

  

(2)審査及び買受予定者の選定等 

ア 審査は、静岡県港湾関係用地買受人等選定委員会（以下「選定委員会」という。）

が行います。 

イ 選定委員会は、必要に応じて申請者を対象にヒアリング等を実施します。 

ウ 選定委員会は、総合的に審査し、港湾施設用地買受人として最も適当と認めら

れる内容の申請を行った者を優秀者として選定し、知事へ報告します。 

エ 知事は、選定委員会の審査結果に基づいて、港湾施設用地の買受予定者を決定

し、速やかに申請者全員に書面で通知します。 

 

 (3)ヒアリングの実施 

  ヒアリング等を実施する場合は、平成 30 年 12 月 19 日（水）に実施します。ヒ

アリングの時間及び会場は、静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課から申請者に連

絡します。 

 

10 非決定理由に関する事項 

(1)買受予定者に決定されなかった者は、９(2)エの通知の翌日から５日（土曜日、日

曜日及び祝日を除く。）以内に書面（様式自由）により、買受人等選定委員会委員長

に対して非決定理由について説明を求めることができます。 

(2)説明を求められたときは、(1)の文書を受理した日から５日（土曜日、日曜日及び

祝日を除く。）以内に、説明を求めた者に対して、書面により回答します。 

(3)(2)の書面は、次の宛先に、持参により提出することとし、郵送又は電送によるもの

は受け付けません。 

静岡県交通基盤部港湾局港湾企画課 港湾管理班 

〒420-8601  静岡市葵区追手町９番６号（県庁本館２階）（電話 054-221-3489） 

 

11  買受者との契約手続き 

買受予定者決定後、県と買受予定者で、協議の上、協議が整った場合は、県が定め

る売買仮契約書及び承諾書(この応募要領に添付した県有財産売買仮契約書及び承諾書

を参照)を県が定める日までに、提出していただきます。 

この仮契約は、静岡県議会の議決を得たときに本契約となります。 

 

12  売買代金の支払い 

本契約締結日から 30 日以内で、県が指定する期日までに、売買代金を納付していた

だきます。 
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  ただし、納期限までに納付できないやむを得ない理由があると県が認めた場合は、

その納期限の翌日から売買代金を納付した日まで、年 10.75％の割合をもって算出した

金額を、遅延利息として納付していただきます。 

 

 

13 所有権移転登記等 

売買代金納付後、買受者の請求に基づき、県が所有権移転登記手続きを行います。 

併せて買戻特約の登記を行います。 

なお、登録免許税及び所有権移転後の公租公課は買受者の負担となります。 

 

14  用途等の制限 

  買受人と県は、次に掲げる内容を定めた売買仮契約書を締結します。(この応募要領

に添付した県有財産売買仮契約書を参照) 

(1)用途の指定 

静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における構造物の規制に関する条例の別

表（第３条関係）の分区「工業港区」の右欄（1）及び(2)に規定された構造物 

(1)港湾法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第10号の２まで及び第

12号に掲げる港湾施設 

(2)原料又は製品の一部の輸送を海上運送又は港湾運送に依存する製造事業又はそ

の関連事業を営む工場及びその附帯施設 

 

(2)指定用途に供すべき始期 

所有権移転後２年以内に指定用途に供さなければならない。 

ただし、買受人が２年以内に指定用途に供することが難しいと県が認めた場合は、

建設計画における完成予定日から 1 年を超えない範囲内で指定用途に供さなければ

ならない。 

 

(3)指定用途に供すべき期間 

当該物件を(2)に定める期日から５年間引き続き指定用途に供さなければならない。 

 

(4)指定期日等の変更の承認 

不可抗力その他真にやむを得ない理由により、指定用途に供すべき期日の変更又は

指定用途に供すべき期間の変更を必要とするときは、事前にその理由を付した書面を

もって県の承認を求めなければならない。 

不可抗力による当該物件の滅失又は損傷その他真にやむを得ない理由により、指定

用途の変更又は解除を必要とするときは、速やかにその理由を付した書面をもって県

の承認を求めなければならない。 
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(5)当該物件の譲渡の禁止 

取得した日から期間満了の日までの間において、その所有権を第三者に移転し、又

はその物件を第三者に貸し付けてはならない。ただし、買受人が全額出資し、且つ、

事業の実施を目的とした法人であれば、県の承認を得て事業を行うことができるもの

とする。 

 

(6)違約金 

指定期日から指定用途に供しなかったとき、又は指定期間中に指定用途に供しな

くなったとき（指定期間中に指定用途以外の用途に供したときを除く）は、当該物

件の契約額の 10％に相当する額を、指定期間中に指定用途以外の用途に供したとき、

又は当該物件の譲渡の禁止に違反したときは、当該物件の契約額の 30％に相当する

額を違約金として県に支払わなければならない。 

 

(7)実地調査等 

県は、指定用途に供すべき期間が満了するときまで、随時実地に調査し、又は所要

の報告を求めることができる。この場合、買受人は、その調査を拒み、妨げ、又は報

告を怠ってはならない。 

 

(8)買戻しの特約 

県は、買受人が契約に違反したときは、当該物件の買戻しをすることができる。 

なお、特約に定める買戻しの期間は、売買代金を完納した日から 10 年間とする。 

 

(9)買戻しの登記 

買受人は、県が買戻しの登記をすることに同意しなければならない。 

 

(10)買戻し権の行使 

県は、買戻し権を行使するときは、買受人が支払った売買代金を返還しなければな

らない。この場合は、当該売買代金には利息を付さないものとする。 

また、県は、買戻し権を行使するときは、買受人の負担した契約の費用は返還しな

いものとする。 

県は、買戻し権を行使するときは、買受人が当該物件に支出した必要経費、有益費

その他一切の費用は返還しないものとする。 

 

(11)原状回復義務 

買受人は、県が買戻し権を行使したときは、県の指定する期日までに当該物件を原

状回復して返還しなければならない。ただし、県が当該物件を原状に回復することが

適当でないと認めるときは、現状のまま返還することができる。 
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買受人は、当該物件を滅失又はき損したまま返還したときは、買戻し権行使時の時

価による滅損額を県に支払わなければならない。 

買受人の責に帰すべき事由により損害を与えている場合は、その損害に相当する額

を県に支払わなければならない。 

買受人は、当該物件を県に返還するときは、県の指定する期日までに、当該物件の

所有権移転登記に必要な書類を県に提出しなければならない。 

 

15 その他注意事項 

(1)用地買受申請書、同申請書の添付書類、参考見積書及び契約手続等において使用す

る言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります (添付・提示書類等が日本語

以外の場合は、翻訳文を添付してください。) 。 

 

(2)物件の引渡しは、物件調書に記載のない限り、現状のまま行いますので、物件調書

を御参照のうえ、必ず事前に現地を確認してください。 

なお、物件調書と現況が異なる場合は、現況を優先します。 

 

(3)土地の形質変更の費用負担については、県は対応しません。また、土地の形質変更

をする場合は、騒音・粉塵防止対策等の周辺の環境に配慮してください。 

 

(4)新たな建物を建築するにあたっては、建築基準法、文化財保護法、環境影響評価法、

港湾法及び県、市町の条例のほか協定等により、指導される場合や開発負担金等が

必要となる場合がありますので、関係機関に御確認ください。 

 

(5)敷地内にガードレール、アスファルト舗装等の工作物がありますが、これらの工作

物の補修、改修、撤去、再構築及びその費用負担については、県は対応しません。 

 

(6)埋設物調査は実施していません。地中埋設物が発見されたとしても県は瑕疵担保責

任を負いません。 

 

(7)水道設備が敷設されていますが、経年劣化による影響等については確認していませ

ん。これらの敷設設備の補修・移設・改修・撤去・再築造及びその費用負担等につ

いては、県は対応しません。 

 

(8)物件及び隣接地の擁壁・直壁・ブロック塀等について、地上及び地中にて境界を越

えている場合がありますが、現状引渡しとなりますので、移設・撤去・再築造及び

その費用負担等については、県は対応しません。 

 

(9)物件の敷地内（地中を含む）にゴミ（家電等を含む）・ガラ・砕石・切り株等が存



 10

在する場合がありますが、撤去及びその費用負担等については、県は対応しません。 

 

(10)現状での引渡しのため、現地の除草・伐採及びその他の費用負担等について県は

対応しません。 

 

(11)物件調書に特段の記載のない限り、土壌汚染・地盤の調査は行っていません。  
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県有財産売買仮契約書（案） 

 

  売払人 静岡県（以下「甲」という。）と買受人      （以下「乙」という。）

とは、次の条項により、県有財産の売買契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（売買物件） 

第２条 甲は、その所有する次に掲げる物件（以下「当該物件」という。）を、乙に

売り渡し、乙は、これを買い受けるものとする。 

種類 所在地 面積 

土地 御前崎市港 6177 番 1 12,502.55 ㎡ 

〃 御前崎市港 6178 番 1 10,605.93 ㎡ 

合計 23,108.48 ㎡ 

 

（売買代金の額） 

第３条 当該物件の売買代金は、金           円とする。 

 

（売買代金の納付方法、納期限） 

第４条  乙は、前条に定める売買代金を、甲が発行する納入通知書により、第 21 条

の規定により契約が成立した日から起算して、30 日以内に甲が指定する金融機関に

納付しなければならない。ただし、納期限が日曜日若しくは土曜日、国民の祝日に

関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日又は 12 月 29 日から翌年の 1

月 3日までの日(同法に規定する休日を除く)に該当するときは、これらの日の翌日

を当該納期限とみなす。 

２  乙は、前項に定める納期限までに納付しなかったときは、その納期限の翌日から

納付した日まで売買代金に年 10.75 パーセントの割合を乗じて算出した金額を、遅

延利息として甲に支払わなければならない。 

 

（所有権の移転及び登記の嘱託） 

第５条  当該物件の所有権は、売買代金を完納した日に移転するものとする。 

２  所有権移転登記は、売買代金完納後、乙の請求に基づき甲が所轄法務局に嘱託し

て行うものとし、これに要する登録免許税その他の経費は、乙の負担とする。 

 

（当該物件の引き渡し） 

第６条  甲は、当該物件の所有権が乙に移転した後、甲乙双方が定める日に、その所

在する場所において乙に引渡すものとする。 
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（指定用途） 

第７条  乙は、当該物件を静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における構築物

の規制に関する条例の別表（第 3条関係）の分区「工業港区」の右欄（1）及び(2)

に規定された構築物（以下「指定用途」という。）に供しなければならない。 

 

（指定用途に供すべき始期） 

第８条  乙は、当該物件を所有権移転後２年以内に指定用途に供さなければならない。

ただし、乙が 2年以内に指定用途に供することが難しいと甲が認めた場合は、建設

計画における完成予定日から1年を超えない範囲内で指定用途に供さなければなら

ないこと。 

 

（指定用途に供すべき期間） 

第９条  乙は、当該物件を前条に定める期日から５年間引き続き指定用途に供さなけ

ればならない。 

 

（指定期日等の変更の承認） 

第 10 条  乙は、不可抗力その他真にやむを得ない理由により、第８条に定める指定

期日の変更又は第９条に定める期間の変更を必要とするときは、速やかにその理由

を付した書面をもって甲の承認を求めなければならない。 

２  乙は、不可抗力による当該物件の滅失又は損傷その他真にやむを得ない理由によ

り、第７条に定める指定用途の変更又は解除を必要とするときは、速やかにその理

由を付した書面をもって甲の承認を求めなければならない。 

３  前２項の規定による乙の申請に対する甲の承認は書面によるものとする。 

 

（当該物件の譲渡の禁止） 

第 11 条  乙は、当該物件を取得した日から第９条に定める期間満了の日までの間に

おいて、その所有権を第三者に移転し、又はその物件を第三者に貸し付けてはなら

ない。ただし、買受人が全額出資し、且つ、事業の実施を目的とした法人であれば、

県の承認を得て事業を行うことができるものとする。 

 

（違約金） 

第 12 条  乙が指定期日から指定用途に供しなかったとき、又は指定期間中に指定用

途に供しなくなったとき（指定期間中に指定用途以外の用途に供したときを除く）

は、当該物件の契約額の 10％に相当する額を、指定期間中に指定用途以外の用途に

供したとき、又は第 11 条に規定する義務に違反したときは、当該物件の契約額の

30％に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。 

 

（実地調査等） 

第 13 条  甲は、第９条に定める期間が満了するときまで、当該物件について、随時

実地に調査し、又は所要の報告を求めることができる。この場合、乙は、その調査
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を拒み、妨げ、又は報告を怠ってはならない。 

 

（公租公課の負担） 

第14条  所有権移転登記完了後における当該物件の公租公課その他一切の賦課金は、

乙が負担しなければならない。 

 

（瑕疵担保責任） 

第 15 条  乙は、この契約締結後、当該物件に面積の不足その他隠れた瑕疵のあるこ

とを発見しても売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすること

ができないものとする。ただし、当該契約が消費者契約法（平成 12 年法律第 61 号）

の適用を受ける場合は、甲は、当該物件引き渡しの日から２年間、売買代金の減額

又は補修工事のみの責を負うものとする。 

 

（買戻しの特約） 

第 16 条  甲は、乙がこの契約に違反したときは、当該物件の買戻しをすることがで

きる。 

２  前項に定める買戻しの期間は、売買代金を完納した日から 10 年間とする。 

 

（買戻しの登記） 

第 17 条  乙は、甲が前条第 1項に定める買戻しの登記をすることに同意しなければ

ならない。 

 

（買戻し権の行使） 

第 18 条  甲は、買戻し権を行使するときは、乙が支払った売買代金を返還しなけれ

ばならない。この場合は、当該売買代金には利息を付さないものとする。 

２  甲は、買戻し権を行使するときは、乙の負担した契約の費用は返還しないものと

する。 

３  甲は、買戻し権を行使するときは、乙が当該物件に支出した必要経費、有益費そ

の他一切の費用は返還しないものとする。 

４  買戻し権の行使による所有権移転登記に要するすべての経費は、乙の負担とする。  

 

（原状回復義務） 

第 19 条  乙は、甲が買戻し権を行使したときは、甲の指定する期日までに当該物件

を原状回復して返還しなければならない。ただし、甲が当該物件を原状に回復する

ことが適当でないと認めるときは、現状のまま返還することができる。 

２  乙は、前項ただし書の場合において当該物件を滅失又はき損したまま返還したと

きは、買戻し権行使時の時価による滅損額を甲に支払わなければならない。また、

乙の責に帰すべき事由により損害を与えている場合は、その損害に相当する額を甲

に支払わなければならない。 

３  乙は、第 1項に定めるところにより当該物件を甲に返還するときは、甲の指定す
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る期日までに、当該物件の登記に必要な書類を甲に提出しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第 20 条  乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、

その損害に相当する額を損害賠償額として甲に支払わなければならない。 

 

（契約成立に係る特則） 
第 21 条  この契約は、仮契約であって、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（昭和 39 年静岡県条例第 18 号）による静岡県議会の議決を

経た時に契約が成立したものとする。 
 

（合意管轄） 

第 22 条  この契約に関する訴訟については、静岡地方裁判所を管轄裁判所とするこ

とに合意する。 

 

（定めのない事項の処理） 

第 23 条  この契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議の上、決

定するものとする。 

 

上記契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自そ

の１通を所持する。 

 

 

                                             平成  年  月  日 

 

（甲）住所  静岡市葵区追手町９番６号 

氏名  静 岡 県 知 事           川勝  平太 

 

（乙）住所   

氏名   
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承  諾  書 

 

私は、下記県有地の買受けにつき、物件調書及び現地を確認の上、現況により  

買受けることを承諾します。 

 

 

記 

 
種類 所在地 面積 

土地 御前崎市港 6177 番 1 12,502.55 ㎡ 

〃 御前崎市港 6178 番 1 10,605.93 ㎡ 

合計 23,108.48 ㎡ 

   ※ 該当する箇所に○をすること 
 
 
 

 

平成 年 月 日 

 

 

静岡県知事 川  勝  平  太 様 

 

 

 

住 所 

  

氏 名              ◯印 

（名称・代表者名） 
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用 地 買 受 申 請 書 

平成   年   月   日 

静岡県知事  川  勝  平  太    様 

 

申請者住所 

氏名                      ◯印 

下記のとおり、港湾施設等用地を買い受けたいので、事業計画及び関係図書を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 買い受けを希望する区画について、以下の表の希望欄に○をしてください。 

所在地番 面積(㎡) 

御前崎市港6177番1、6178番1 23,108.48㎡

    

２ 申請理由 

(1) 進出形態 

ア  新設 ・ 増設 ・ 移転    （いずれかを○で囲む） 

 

イ  「移転」の場合 

(ｱ)移転予定の工場等の名称 

(ｲ)移転予定の工場等の現在の所在地 

(ｳ)移転した跡地の利用 

(2) 御前崎港の港湾関連用地の買受けを希望する理由 

 

３ 添付図書 

(1) 会社の概要 

(2) 法人登記簿謄本 

(3) 定款 

(4) 営業報告書 

(5) 納税証明書（法人税・法人事業税・法人県民税） 

(6) 会社案内 

(7) 誓約書 

(8) その他参考資料 
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事業計画書 

 

１ 業種 

 

２ 施設建設計画 

(1) 建物及び附帯施設 

 名称 棟数 面積 構造の概要 投資額（百万円）

  年  月  日 

～  年  月  日 
     

  年  月  日 

～  年  月  日 
     

  年  月  日 

～  年  月  日 
     

最終計画      

 

(2) 施設建設時期        年  月  日～    年  月  日 

(3) 操業時期            年  月  日 

(4) 施設（建物）建設工程表 

添付してください。 

(5) 施設（建物）配置図 

添付してください。 

 

３ 輸送計画 

(1) 搬入貨物                                （単位：t/年） 

当該港湾を利用する貨物 当該港湾を利用しない貨物 

貨物の種類 量 の

概計 
輸送に関する計画 

量 の

概計 
輸送に関する計画 

貨物量

の合計 

      当 初

計画 合計      

      最 終

計画 合計      

 

(2) 搬出貨物                                 （単位：t/年） 

当該港湾を利用する貨物 当該港湾を利用しない貨物 

貨物の種類 量 の

概計 
輸送に関する計画 

量 の

概計 
輸送に関する計画 

貨物量

の合計 

      当 初

計画 合計      

      最 終

計画 合計      

 

(3) 駐車台数 

 業務用 通勤用 荷役機械※ 合計 

台数     

車種別     

   ※荷役機械は、フォークリフト等車両系作業機械を明記してください。 
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４ 入港船舶の規模及び入港回数 

(1)利用予定の船舶 

トン数（Ｄ／Ｗ） 年間入港予定回数 

  

 

(2) 入港船舶数の予定 

外航船 内航船 合計 

隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 

      

（注）数値はいずれも年間の延べ数で記入してください。 

 

５ 使用上水・下水・敷地内の雨水の対応 

 

 

 

 

６ 地元港湾関係者等との連携 

 

 

 

 

 

７ 従業員計画 

 管理的従業員 事務従事者 
技能工・生産工程作業

者等 

他の事業所からの配属 人 人 人

新規雇用 人 人 人

合計 人 人 人

 

８ 環境の保全 

(1) 廃棄物の量の概計及び処理に関する計画 

 

関係法令に基づく規制対象施設の種

類・規模・排出量 

項目 

種類 規模 
排出量・ 

濃度等 

公害防止計画等（防止施設の設置計

画等） 

騒音     

振動     

悪臭     

粉じん     

ばい煙     

汚水     

産業廃棄物     

その他     
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(2) その他の環境保全に関し講じる措置 

※環境アセスメントの手続きが必要な場合は、ここに記載してください。 

  ※地元への説明会など地元対策の考え方を考慮してください。 

 

 

 

 

 

９ 資金計画 

(1) 概算事業費 

 金額 摘要 

土地費 百万円  

建物費   

構築物費   

機械装置費   

工具機具備品等費   

合計   

 （注） ①「土地費」には土地購入費用を含む。  

② 移設の場合、「機械装置費」及び「工具機具備品等費」には、移設に要する費用を含む。 

③「機械装置費」の摘要欄には、主要な機械の名称を記入してください。 

(2) 資金計画 

 金額 摘要 

内部留保 百万円  

増資   

その他   

自
己
資
金 

計   

金融機関からの借入   

その他   
借
入
金 計   

合計   

      （注） ① 土地購入費用も含める。  

 ② 自己資金の「内部留保」「その他」の摘要欄には、内訳を記入してください。 

 ③ 自己資金の「増資」の摘要欄には、時期を記入してください。 
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会社概要 

１ 名称等 

名称  設立          年  月  日 

所在地 〒 

代表者  資本金  従業員数  

主要事業 

 

２ 主な工場・事業所等の概況※ 

工場・事業所名 所在地 従業員数 事業内容 

    

    

    

 ※静岡県内における工場・事業所等は全て記入願います。 

 

３ 役員 

役職 氏名 住所 

   

   

   

 

４ 主要株主 

株主名 持株比率（％） 

  

  

  

 

５ 主要取引金融機関 

返還予定 
金融機関名 

資金 

種別 
使途 

借入 

残高 

借入 

期間 

借入 

利率 年額 終期 

        

        

        

 

６ 売上高等 

(1) 主な種目（製品）別売上比率（年間） 

営業種目（製品）名 比率 

  

  

  

 

(2) 主な販売先 

取引先名称 取引先本社所在地 年間取引額（百万円） 
主な取引内容 

（品目） 

    

    

    

  ※静岡県内の企業等との取引は、できるだけ記載してください。 
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(3) 主な仕入先 

取引先名称 取引先本社所在地 年間取引額（百万円） 
主な取引内容 

（品目） 

    

    

    

  ※静岡県内の企業等との取引は、できるだけ記載してください。 

   

７ 買受け希望の用地で行う事業の概要 

 

 

 

 

 

８ 土地利用計画の概要 

 

 

 

 

 

９ （工場等の場合）製造等工程図（フローチャート） 

別添してください。 

 

１０ （工場等の場合）買受け希望の工業用地における生産額（予定） 

製品名 年間生産額 

 百万円

  

合計  

 

１１ 地域経済への波及効果 

 

 

（注）地域経済への波及効果として考えられることを記入してください。また、その効果が数値を持って予測できる場合

は、当該数値を記入してください。 

 

１２ 添付資料 

(1) 過去３期分の決算書を添付してください。 

(2) 会社の業務内容がわかるパンフレットを3部添付してください。      

 

       

連絡先 

担当部署  

担当者  

電話  

ＦＡＸ  

Ｅ－ＭＡＩＬ  
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参  考  見 積 書 
 

買受けを希望する財産 

(1) 名 称 

  御前崎港臨港地区内港湾関連用地 （工業港区） 

 

(2) 所在地及び面積、数量 

所在地 面積 

御前崎市港 6177 番 1、6178 番 1 23,108.48 ㎡ 

 

 

上記の財産を、下記の金額で買い受けたいので、申し込みます。 

  

 

見 積 金 額 
 

￥ 

拾 

 

億 

 

千 百 

 

拾 

 

万 

 

千 

 

百 

 

拾 

 

円 

 

 

 

 

 

 

平成    年    月    日 

 

 

静岡県知事 川  勝  平  太 様 

 

 

     住 所   

     氏 名                           ㊞ 

（名称・代表者名）                                  
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誓 約 書 
 

 □ 私 

□ 当社又は当団体 

は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人情報

を警察に提供することについて同意します。 

記 

１ 契約等の相手方として不適当なものとして次に掲げるもの 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下

「法」という｡）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ｡） 

(2) 暴力団員等（暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ｡）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ｡） 

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているもの 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取扱い

をする等直接的かつ積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与しているもの 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有しているもの 

(6) 役員等が、その相手方が(1)から(5)のいずれかに該当するものであることを知りなが

ら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の締結しているもの 

２ 契約の相手方として不適当な行為をするものとして次に掲げるもの 

(1) 暴力的な要求行為を行うもの 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行うもの 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行うもの 

(4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行うもの 

(5) その他前各号に準ずる行為を行うもの 

 

（契約担当者等）  様 

 

  年  月  日 

住    所 

商号又は名称 

氏名（代表者）             ○印 

 

※ 添付書類：役員等名簿 
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                    （表） 

別添 「役員等名簿」（※誓約書添付資料） 

役 員 等 名 簿 

所 在 地            

会 社 名            

作成担当者            

連 絡 先            

No 役 職 氏名 カナ 氏名 漢字 生年月日(大正 T､昭和 S､平成 H) 性別（男女）

例 
（記入例） 

代表取締役 
ｼｽﾞｵｶ ｲﾁﾛｳ 静岡 一郎 S35.8.16 男 

１    
 

 

２ 
 

 
    

３ 
 

 
    

４ 
 

 
    

５ 
 

 
    

６ 
 

 
    

７ 
 

 
    

８ 
 

 
    

９ 
 

 
    

10 
 

 
    

 

１ 本様式に記載の個人情報を貴職が警察に照会することに異議ありません。 

２ 虚偽の記載等を行った場合には、競争入札参加資格の取消し並びに契約の解除等がなされても

異存ありません。 

 

  年  月  日 

住    所 

商号又は名称 
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氏名（代表者）                ○印 

 

（裏） 

記 入 要 領 

 

１ 記入例の下に、役員等（法人にあっては役員及び業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者をいい、個人にあってはその者及び支配人をいう｡）の役職名、氏名

（カナ(ｶﾀｶﾅ)）、氏名（漢字）、生年月日、性別を記載してください。 

 

 ２ 提出にあたっては、氏名、生年月日等の個人情報が３の目的のために提出又は利用される

ことについて、必ず当該名簿に記載されている全員の同意を取ってください。 

 

３ 役員等名簿は、役員等が誓約書中の１及び２に該当する者であるか否かを確認するため

に利用し、それ以外の目的のために提供又は利用するものではありません。 

 

４ 役員等名簿には、申請人が記名押印をしてください。 

 

５ 役員等名簿には、申請人の印鑑に関する証明書（住所地の市町村長（特別区の区長を含む

ものとし、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の指定都市にあって

は、市長又は区長とする。）又は登記官が作成するものに限る。）を添付してください。 
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物   件   調   書 

所 在 地         静 岡 県 御 前 崎 市 港 6177番 1ほか1筆  

住 居 表 示          

 23 ,108 .48㎡(実測面積)  (現  況)宅地 
面     積         

  23 ,107㎡(登記簿面積) 
地 目

 (登記簿)雑種地 

土地の 

形 状     
明細図の通り 

  接面道路の幅員､          

  種別､状況等          
・南西側約95ｍが幅員約8ｍの舗装道路（港湾法の臨港道路）に概ね等高に接面 

  私道の負担等に          

  関 す る 事 項          
 無 

都市計画区域 非線引き都市計画区域 用途地域       用途の指定はない 

建ぺい率         指定建ぺい率     60％             基準建ぺい率         60％ 

容 積 率         指定容積率      200％             基準容積率          200％ 

道路斜線制限 無・有 隣地斜線制限 無・有 

北側斜線制限 無・有 絶対高さ制限 無・有 ( 10ｍ・ 12ｍ ) 高さの制限       

日影による中高層の建築物の制限      無・有 

外壁後退            無・有 壁面線の制限      無・有 

準防火地域            無・有 防火地域            無・有 

そ の 他        臨港地区（工業港区）に指定されており、用途の指定あり 

法
令
に
基
づ
く
制
限
の
概
要

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

※ 各制限内容の詳細は、関係市町村の建築確認担当課にお問い合わせください。 

※ 臨港地区(工業港区)の用途の指定は、県の港湾企画課港湾管理班にお問い合わせください。 

 事 業 所 名 電 話 番 号 

電 気     無・引込可・有  中部電力(株)掛川営業所 0120-985-240 

上水道     無・引込可・有  御前崎市市民生活部上下水道課 0537-85-1127 

下水道     無・引込可・有    

都市ガス 無・引込可・有   

 

 

供給処理施設 

     の状況 

 

   ※ 引込み費用等の詳細は、上記事業所にお問い合わせください。 

バ ス  御前崎市自主運行バス「女岩入口」：物件の南西方約580m 交通機関 

（直線距離） 鉄 道   ＪＲ東海道本線「菊川」駅：物件の北西方約20km 

市役所   御前崎市役所：物件の西方約980m 

小学校   御前崎小学校：物件の南方約760m 
公共施設 

（直線距離） 
中学校   御前崎中学校：物件の北西方約2,800m 

◎参考事項（物件の状況、法令上の制限等に関する特記事項） 

･建 築 可 能 な 構 造 物 は 、 静 岡 県 の 管 理 す る 港 湾 の 臨 港 地 区 内 の 分 区 に お け る 構 造 物 の 規 制

に 関 す る 条 例 の 別 表 (第 3条 関 係 )の 分 区 「 工 業 港 区 」 の 右 欄 （ 1） 及 び (2)に 規 定 さ れ て い

ま す 。 詳 細 は 、 県の港湾企画課港湾管理班にお問い合わせください。 

・敷地の中央部南西寄りにコンクリートの廃材があります。 

・アスファルト舗床があります。 

・敷地内に水道管、電源ケーブルが埋設されている可能性があります。 

・上記工作物、ガードレールなども含め、現状有姿による引き渡しとします。 

・摩耗・老朽化等により、現状のままでの使用は困難な可能性があります。 

・地中埋設物調査は実施していません。 

・北西側境界付近で隣接所有者の松が越境しています。 

・敷地内の工作物や残存物、雑木等も含め、あくまで現状有姿での引き渡しであることに留意してください。 

※物件調書は、物件の概要を把握するための資料にすぎません。 

必ず、御自身において、現地及び諸規制についての調査確認を行ってください。 
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位置図（御前崎港工場用地（工業港区）売却用地） 

 

 

御前崎市港 6177-1、6178-1 23,108.48 ㎡ 

対象 

物件 


